テーマ別分科会：第Ⅰ－②分科会

記録者名前：網中　　肇（千葉県本部）

参加者人数：17日午後　192人／18日午前　192人

	プログラム
	17日(金)13：00～13：10

「開会あいさつ、趣旨説明、発言者紹介他」：西村座長

	記　　　録
	　「立ちあがれ自治体職員！」というセンセーショナルな分科会タイトルとした。今のアウトソーシング等の情勢から言えば、自治体職員はまるで不要かのように言われる。果たして本当にそうなのか、私たちになす術はないのか、語り合いたい。

	プログラム
	13：10～13：50

「問題提起『公務員の存在意義』を証明しよう」

　　　嶋田　暁文（九州大学大学院准教授）

	記　　　録
	　大変な（大きく変わる）時代の公務員は大変である。

　一連の「官から民へ」の流れの中、「公務遂行主体＝公務員」の原則が崩壊し、「公務を遂行する主体は、なぜ公務員でなければならないか」を公務員自ら証明しなくてはならなくなった。

　また、分権改革により機関委任事務制度が廃止され、自治体にとっては、国のせいにできる時代が終焉し、自治体は言い訳することができなくなった。

　自治体職員は、与えられた仕事を忠実に「こなす」だけでは不十分であり、「事業型思考」から「政策型思考」へ転換し、問題発見能力と政策形成能力を高め、地域の実情に合わせた行政運営の実現が求められている。

　しかし、そこで行政の独善になってはならず、市民・ＮＰＯ・企業等と協働し「相乗効果」を発揮することが重要であるとともに、職員には信頼構築能力やコミュニケーション能力が求められる。

　このように従来の仕事のやり方を根本から変えていくことによって「公務員の存在意義」が証明できるのではないか。

　今後は、必要性の乏しい仕事を削減したり、あえてアウトソーシング化することで余力を作り出していくことを検討するとともに、臨時・非常勤等職員を重要なパートナーと位置づけ、自らの「存在意義」を証明していくことが求められるのではないか。

	プログラム
	13：50～14：20

「レポート発表Ⅰ」

　　①　「テーマ『公園は私の庭』」

　　　　　　大阪府本部／大阪市従業員労働組合・公園支部東部班・真田山公園事務所

　　②　「京都市政に対する『市民アンケート』」

　　　　　　京都府本部／自治労京都市職員労働組合

	記　　　録
	①　「公園での市民の方への直接の「声かけ」、緑化普及等の各種イベント実施を通した「声かけ」、要望・苦情処理を行う時の「声かけ」、区役所玄関の花飾りをすることによる「声かけ」、の４つの「声かけ運動」により、公園の美化・緑化意識の向上、不法投棄の減少、そしてなにより職員の意識改革に資することとなった事例報告がなされた。

②　自治労京都市職は「よりよい京都のまちづくり」と「市民に信頼される市政の構築」をめざし、自治体改革へ向けた取り組みの一環として「市民アンケート」を実施した。

　　自由記入欄では職員に対する厳しい意見もあったが、行政に携わる職員がつくる労働組合として市民ニーズに対応した政策への転換をめざし、市民に信頼される市政をつくるため、取り組みを進めるとした事例報告がなされた。

	プログラム
	14：20～15：00

「フロアー討議」

　　　廣瀬　克哉（法政大学教授）

　　　嶋田　暁文（九州大学大学院准教授）

	記　　　録
	　大阪市従の取り組みについて、廣瀬教授からは、公園については行政が与えるものではなく、地域での管理なども考えられるが、住民同士の利害調整が難しいこと、それを職員が取りなし調整をする必要性があることなどが指摘された。

	プログラム
	15：10～15：40

「レポート発表Ⅱ」

　　①　「市民と行政のかけ橋に～組合と行政の新たな関係～」

　　　　　　北海道本部／深川市職員労働組合・自治研推進委員会

　　②　「藤沢市職員の地方自治に関する意識調査結果報告」

　　　　　　神奈川県本部／藤沢市職員労働組合」

	記　　　録
	①　市主催の氷雪まつりの模擬店ブースに空きが生じ、職員の市民活動に対して組合が自治研活動として関与する観点から、ボランティアで出店（くじ・射的）することとなった。

　　現在では、市民団体が当該模擬店を引き継ぐこととなり、組合（自治研）が行政と住民のかけ橋になった事例報告がなされた。

②　アンケートについては、消防職場を除く全職場を対象に実施され、約2,000件（回収率70％）の回答を得た。

　　藤沢市の自治体運営について、概ね「うまくいっている」と評価する一方、日常業務では「業務量が多い」とする回答が多かった。

　　今後、自治研センターとしてアンケート、パネルディスカッション等を踏まえ、政策提言していくこととされた事例報告がなされた。

	プログラム
	15：40～17：00

「フロアー討議」

　　　廣瀬　克哉（法政大学教授）

　　　嶋田　暁文（九州大学大学院准教授）

	記　　　録
	　「出る杭は打たれるが、出すぎた杭は打たれない」→「出ない杭は腐る」「腐った杭は周りの杭を腐らせる」。皆さんには「出る杭」になって欲しいとの嶋田准教授からの発言があった。

　また、廣瀬教授からは、地域では調整の難しい問題が多いが、難易度の低い問題から挑戦し、住民等と協働して乗り越えていく「調整のシステムづくり」に、是非一歩踏み出して欲しいとの指摘があった。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～ 9 ：10

「開会あいさつ、趣旨説明、発言者紹介他」：西村座長

	記　　　録
	

	プログラム
	 9 ：10～ 9 ：30

「自治研作業委員会『臨時・非常勤等職員の実態調査』報告」

　　　北川　啓子（自治労本部組織拡大オルグ（作業委員会委員））

	記　　　録
	　自治労組織基本調査では約40万人とされていた臨時・非常勤等職員は、今回の調査により約60万人と推定できることが明らかになった。

　また補助的業務としながらも正職と同様の職務実態であったり、任用期間が数十年におよぶものや、任用根拠があいまいなものなど問題があるケースも少なくなく、今後の課題が浮き彫りとなった調査結果報告がなされた。

	プログラム
	 9 ：30～ 9 ：40

「質疑」

	記　　　録
	　臨時・非常勤等職員のおかれた厳しい状況、組織化の必要性、正職員とのパートナーシップの必要性などについて質疑がなされた。

	プログラム
	 9 ：40～10：25

「レポート発表」
　　①　「『空気バス』の起死回生の復活劇から丹後地域の活性化の核へ

　　　　　～京丹後市の『上限200円バス』の取り組み～」

　　　　　　京都府本部／自治労京丹後市職員労働組合　野木　秀康

　　②　「アメリカ村　落書き消しボランティア」

　　　　　　大阪府本部／大阪市職員労働組合・ユース部

　　③　「市民交流スペース『みつや交流亭』における市民協働の取り組み」

　　　　　　大阪府本部／大阪市職員労働組合

	記　　　録
	①　丹後地方全体の路線バス利用は1991年をピークに、大幅な減少が続き、市からの補助金は１億円を超えようとしていた。

　　アンケートによれば運賃が高額であるとの指摘が多かったことから、運賃の定額制（200円）を導入したところ、利用者が大幅に増加（特に高校生の利用が増加）し、200円バスが市内路線に拡大されることとなった。

　　公共交通は地域のインフラ整備として意識を切り替えるとともに、バス事業者の労働者の雇用も確保することができた事例報告がなされた。

②　ユース部でボランティア活動への取り組みを検討していたところ、アメリカ村の連合町会が落書き消しの人員不足に悩んでおり、一緒に取り組むこととなった。

　　ここで出会った地元の方とのつながりで「違法駐輪キャンペーン」や「歩こう会」などの活動にも参加することとなった。

　　新たな取り組みをする中でできた「つながり」を活かした、地域との協働での取り組みの事例が報告された。

③　「公務員バッシング」の中、商店街の空き店舗を拠点に地域社会に入り、市民と協働し、地域の「遊休資源」を活用することを目的に「みつや交流亭」が設置された。

　　「みつや交流亭」は進化し続け、子育てサークルとの連携による「店番」、カルチャー教室、近隣大学の学生による期間限定カフェ、商店街を訪れる地域の方の憩いの場などに利用されている。

　　「みつや交流亭」という「場」を提供することにより、組合員、地域住民、市民団体、行政担当者など協働の対象が大きく広がった事例が報告された。

	プログラム
	10：35～11：35

「フロアー討議」
　　　廣瀬　克哉（法政大学教授）

　　　嶋田　暁文（九州大学大学院准教授）

	記　　　録
	　嶋田准教授からは、地域の雇用を守った組合独自の視点からの取り組み、各取り組みの行政へのフィードバックの重要性、組合員の創意工夫による住民協働の発展の面白さについて言及があった。

　廣瀬教授からは、公共事業者に転換を促し、公共性を守った取り組みのすばらしさ、協働の担い手として行政ではなく組合として取り組むことができる強みについての発言があった。

	プログラム
	11：35～11：55

「助言者講評」

　　　廣瀬　克哉（法政大学教授）

　　　嶋田　暁文（九州大学大学院准教授）

	記　　　録
	　嶋田准教授からは、今回の報告を聞くことで、やればできるという勇気を与えられた、参加者の皆さんにも是非一歩踏みだし、現場に出て行って地域問題の解決に頑張って欲しいとの指摘があった。

　廣瀬教授からは、もはや自治体職員だけ立ちあがっても地域課題の解決はできにくい。住民、事業者、ＮＰＯ等すべてが立ちあがったとき何とかなる。そのとき、自治研活動が力になる。自治研も地域全体に関わって行く必要がある、住民、自治体及び職員の信頼関係は地域の資産であるとの指摘があった。


良かった点、反省点など

	

	　嶋田九州大学大学院准教授の「『公務員の存在意義』を証明しよう」と題した問題提起は、自治体職員が現在置かれている状況及び今後のあり方についてとても示唆的であり、その後の議論を分科会のテーマに沿って適切に方向付けすることができた。

　また、レポート発表については、組合員の意識改革・組合員の創意工夫による住民協働等について好事例が多数発表され、今後組合員が自治研活動をしていく上で、啓発的であると同時にとても参考になると思われた。

　各レポート発表に対する廣瀬法政大学教授及び嶋田准教授からの識見に富んだ助言もとても有益であった。

　発表レポートの本数が多くなり、各レポート発表の時間が短くなってしまった。より詳細に内容を発表するための時間がもう少しあれば、参加者にとってより参考になったと思われる。

	


全体の印象、感想

	

	　正直、まとめようのない発言が波のように押し寄せるのかな、と覚悟していたが、意に反して、皆一様に「何とかせねば……」という切実な発言ばかりであった。問題提起、レポート発表等にも熱心に聞き入り、フロアー討議では高い問題意識を有した意見や各単組での取り組み報告がなされ、住民、行政及びＮＰＯ等との協働による地域での取り組みについての課題等について真剣に向き合っている様子がうかがわれた。逆に、真剣に向き合っているからこその葛藤やもどかしさ等が発言として出されたように思う。最終日も参加者の減はほとんどなく、分科会参加者の参加意識の高さを感じた。

　この分科会全体をとおして、各組合内での自治研活動のみならず、積極的に住民等と交流し地域に関わっていく活動が、自治体職員が自治体と住民の信頼関係を築く架け橋としての役割を担うきっかけとなりうる議論がなされたように思う。

　嶋田先生の２匹のライオンの話を換言するならば、「何をやればいいのか」をこの自治研集会で見つけるのではなく、「何をやればいいのかを見つける力を見つける」のが、この自治研集会。

　廣瀬先生の講評を換言すれば、自治体職員の仕事とは、ルーティン・ワークをそつなくこなすことではなく、自治体の将来を設計すること。将来を設計するとは、子どもや孫にどんな社会を渡せるかということ。言わば、町の『未来予想図』を描けるかどうか。私たちにそれができるかどうかが、喉元に突きつけられている。汗をかこう！
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